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資料３
システム標準化・共通化対応に向けた検討部会の設置について

１．目的

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の制定により、対象とした１７業務

（別紙参照）で令和７年度末までに国が策定するシステムの標準化基準に適合したシス

テムを、国が用意するクラウドサービス基盤上に構築し、利用することが義務化された。

このことを受け、市では現行システムの分析調査や移行スケジュールの検討など早期

に準備を進めるための体制整備が必要となった。

ついては、各業務において、現行のシステムから標準化基準に適合したシステムへの

移行を円滑に進めるため、次のとおり「システム標準化・共通化検討部会」を設置する。

２．部会の構成

(1)参加課所等

別紙「検討部会参加課所（案）」のとおり

(2)部会構成員

参加課所から、課長補佐又は（統括）主査級職員に参加いただく。

３．部会の取組内容

(1)最終目標

１７業務に関わる全てのシステムについて、標準化基準に適合したシステムへの移

行に係る進捗を管理し、移行を完了させる。

(2)令和 3年度の取組

国から示された「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第 1.0 版】」

に基づき、以下について着手する。

①部会の立ち上げ

②部会内でのシステム標準化に係る情報の共有

③スケジュールの検討

④システムの更改方針の検討（パッケージ、パッケージ以外）

⑤現行システムの分析調査（手法、業務プロセスの検討など）

(3)令和 4年度以降の取組

国から手順書が示されたが、標準化基準やクラウドサービス基盤については策定過

程にあり、今後、順次詳細な情報が更新されていくものと思われるため、令和 3年度

中の取り組みを含めて、システム標準化の情報を収集し、適宜対応していく。



第3回 DX推進本部会議資料 2021.07.20

資料３
(別紙)

検討部会参加課所（案）

※①～⑰がシステム標準化対象業務。

システム標準化対象外の業務（「・」で記載されてる業務）のみを所管する課についても、

同一パッケージシステムを利用している場合はシステム更改の検討に参加いただく。

移行対象システム名 課名 主な所管業務

総合行政システム

（Publinker）

情報推進課

（事務局）
・情報連携、団体内統合宛名

戸籍住民課
①住民基本台帳

・印鑑登録、DV支援措置管理

課税課

③固定資産税

④個人住民税

⑤法人住民税

⑥軽自動車税

⑨国民健康保険（税）

・申告受付、電子申告（eL-Tax）

収納課 収納消込、滞納整理、納税管理

健康保険医療課

⑧国民年金

⑨国民健康保険

⑩後期高齢者医療

⑪介護保険

⑫健康管理

長寿あんしん課 ⑪介護保険

ネウボラ課

⑭健康管理

⑮児童手当

⑯児童扶養手当

・乳幼児医療、ひとり親医療

保育サポート課 ⑰子ども・子育て支援

保育施設課
・保育料管理

・学童保育

学校教育課
⑦就学支援

・教育

選挙管理委員会事務局
②選挙人名簿管理

・選挙、国民投票

障害福祉システム
社会援護課

⑫障害者福祉

生活保護システム ⑬生活保護










